
事業の区分 対象施設 備考

国土強靭化対策と一体的に
行う大規模修繕等支援事業

(1) 大規模特別養護老人ホーム
(2) 大規模軽費老人ホーム
(3) 大規模介護老人保健施設
(4) 大規模介護医療院
(5) 大規模養護老人ホーム

• 国土強靱化関連事業（自家発電設備整備・水害対策強化事業）が不採択となっ
た場合は、国土強靱化事業と一体的に実施する大規模修繕等支援事業について
も不採択とする。

非常用自家発電設備整備

• 補助対象とするのは、次のアからウを全て満たすものであること
ア　専ら非常時に用いる設備とし、設置に当たり施設に付帯する工事を伴うもの。
イ　電気・ガス等のライフラインや物資等の供給が寸断された状況下においても、
発災後７２時間以上の事業継続が可能となる設備であるもの。(既存の燃料用タン
クの使用や自家発電設備整備と併せてタンクを新設することを想定)
ウ　これらの設置場所については、津波や浸水等の水害や土砂災害等の影響を受
けない場所とするよう努めること。

水害対策強化事業
• 車椅子での迅速な避難を促進するためのスロープの設置や高齢者施設等の出入

口等に止水板・防水板（脱着式のものであって、設置に軽微な整備を伴うもの
を含む。）の設置が対象

給水設備整備

• 給水設備は、受水槽及び地下水利用のための設備（ろ過設備等）であって、停
電時等でも一定の利用が可能であり、長期の断水に備え、備蓄用の飲料水の確
保状況も踏まえつつ、３日間（７２時間）以上の高齢者施設等の事業継続が可
能であると認められるものをいう。

• 給水設備の設置場所については、津波や浸水等の水害や土砂災害等の影響を受
けず、耐震性が確保される場所とするよう留意すること

換気設備の設置事業

(1) 大規模特別養護老人ホーム及
び併設される老人短期入所施設
(2) 大規模老人短期入所施設
(3) 大規模軽費老人ホーム
(4) 大規模介護老人保健施設
(5) 大規模介護医療院
(6) 大規模養護老人ホーム
(7) 大規模有料老人ホーム

• 補助対象は「居室」に限る(補助上限でいう面積は施設全体ではなく、整備を
行う「居室」の対象部分のみ)

• エアコンは一般的に換気機能を有していないため、補助対象外

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金に関する補足説明（R9要望分）

※事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど、県が行う契約手続の取り扱いに準拠すること


